
第１回各医師会感染症担当理事者会（ＴＶ会議） 

△と き：令和６年 10月 22日（火）18：30 

△ところ：各郡市区医師会館・各医療機関 

 

 

１．開  会 

 

 

２．挨  拶 

 

 

３．座長選出 

 

 

４．目的事項 

 １）次の新興感染症対策に向けた取組みについて 

①改正感染症法等に基づく医療措置協定 

②各地域における新興感染症対策に関する取組み 

 

 

 ２）福岡県新型インフルエンザ等対策行動計画について 

 

 

５．そ の 他 

 

 

６．閉  会 
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令和６年１０月２２日 

福岡県保健医療介護部 

がん感染症疾病対策課 

改正感染症法に基づく医療措置協定について 

１ 感染症法の改正（令和 4年 12 月 9 日公布） 

（１）改正の趣旨

新型コロナへの対応を踏まえ、新興感染症の発生及びまん延に備えるため、医療提供体制の

整備等を行う。 

（２）主な改正内容

① 医療措置協定（医療提供体制の確保に関する協定）

都道府県と医療機関との間で協定を締結する仕組みを法定化 

・ 公的医療機関等に感染症発生・まん延時に医療提供を義務付け（第 36 条の 2）

・ 都道府県は医療機関の管理者と協議し、合意が成立したとき協定を締結（第 36 条の 3）

・ 協議を求められた医療機関の管理者は、その求めに応じることを義務付け（第 36 条の 3）

② 感染症予防計画

都道府県が定める予防計画に医療提供体制に関する数値目標（協定締結数等）を設定

２ 医療措置協定 

（１）前提

① 想定する新興感染症

新型インフルエンザ等感染症、指定感染症、新感染症

※ 協定締結に当たっては、新型コロナへの対応を想定

※ 実際に発生・まん延した感染症が、事前の想定と大きく異なる事態となった場合は、新型コロナ

への対応を参考に、国がその感染症の特性に合わせた対応を判断

② 新興感染症発生からの一連の対応

ア 発生早期（新興感染症発生から法に基づく厚生労働大臣による発生の公表前まで）

感染症指定医療機関の感染症病床を中心に対応する。

イ 流行初期（発生の公表から３か月程度まで）

流行初期には、まずは感染症指定医療機関が引き続き対応し、感染症指定医療機関以外の

流行初期医療確保措置の対象となる協定を締結した医療機関も対応する。 

ウ 流行初期以降（流行初期経過後から３か月程度まで）

まずは公的医療機関等や対応可能な医療機関が対応し、その後順次速やかに、協定を締

結した全ての医療機関で対応する。 

ウ 流行初期以降イ 流行初期ア 発生早期

感染症指定医療機関（感染症病床） 

流行初期医療確保措置の対象となる協定締結医療機関 

全ての協定締結医療機関 

資料１－１
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（２）協定内容

① 協定の締結先

病院、診療所

※ その他、薬局及び訪問看護事業所とも協定を締結

② 協定項目

入院、発熱外来、自宅療養者等への医療提供、後方支援、人材派遣、個人防護具の備蓄等

締結先 入院 発熱 

外来 

自宅 

療養者等 

後方 

支援 

人材 

派遣 

個人 

防護具 

病院 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

有床診療所 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

無床診療所 － ○ ○ － ○ ○ 

３ 県の対応 

（１）基本的な考え方

・ 新型コロナへの対応において、県医師会、郡市医師会、医療機関のご尽力により、医療提供

体制を維持し、医療のひっ迫を防ぐことができた。

・ 新興感染症への対応においても、引き続き、皆様にご協力をお願いし、新型コロナ対応で最

大規模（新型コロナ第 8波（R4.12）への対応規模）の医療提供体制を確保できるよう、医療

機関と協定を締結していく。 

※ 昨年度、改定した福岡県感染症予防計画において、上記体制を基に数値目標を設定

（２）協定の締結状況【９月末時点】

※ 赤字は、数値目標に達していない項目

（３）今後の対応

・ 数値目標の達成に向けて、引き続き、県（本庁）が主体となって、保健所とともに、県医師

会、郡市医師会と連携し、医療機関との協定締結を進めていく。 

・ 特に、「②発熱外来機関数（流行初期以降）」については、改めて、県医師会、郡市医師会の

ご協力をお願いしたい。 

区分 項目 
現在の協定締結数 予防計画数値目標 

流行初期 流行初期以降 流行初期 流行初期以降 

医療提

供体制 

① 入院病床数 1,110 床 2,153 床 350 床 2,000 床 

  うち重症者用   うち 120 床   うち 194 床   うち 80 床   うち 200 床 

② 発熱外来機関数 439 機関 1,853 機関 55 機関 2,100 機関 

③ 自宅療養者等への医療提

供機関数 
1,063 機関 1,000 機関 

④ 後方支援機関数 267 機関 200 機関 

⑤ 人材派遣人数
医師  76 人 

看護師 99 人 

医師  20 人 

看護師 20 人 

物資の

確保 

⑥ 個人防護具を十分に備蓄

する協定締結機関数 

879 施設/1,928 施設（45.6％） 

※上記は病院、診療所のみの数値

協定締結医療機関のうち８割

以上 
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医療措置協定の締結状況（令和６年９月末日時点） ※ 機関数は非会員を含む

①流行初期 ②流行初期以降

北九州市門司区 6 31 39 -8 北九州市 北九州市医師会

北九州市若松区 4 31 27 4

北九州市戸畑区 2 29 28 1

北九州市小倉北区 18 85 93 -8

北九州市小倉南区 13 60 59 1

北九州市八幡東区 4 27 33 -6

北九州市八幡西区 23 88 90 -2

福岡市東区 23 101 98 3 福岡市 福岡市医師会

福岡市博多区 21 85 84 1

福岡市中央区 22 106 113 -7

福岡市南区 18 83 81 2

福岡市西区 16 76 83 -7

福岡市城南区 11 50 48 2

福岡市早良区 15 78 80 -2

久留米市（下記以外） 4 93 144 -51 久留米市 久留米医師会

　田主丸町 11 11 10 1 浮羽医師会

　城島町 3 3 4 -1 大川三潴医師会

　三潴町 5 5 6 -1 大川三潴医師会

　北野町 8 8 8 0 小郡三井医師会

筑紫野市 7 20 26 -6 筑紫 筑紫医師会

春日市 7 32 41 -9 筑紫医師会

大野城市 7 29 34 -5 筑紫医師会

太宰府市 6 19 23 -4 筑紫医師会

那珂川市 6 12 19 -7 筑紫医師会

古賀市 10 22 23 -1 粕屋 粕屋医師会

宇美町 4 9 6 3 粕屋医師会

篠栗町 2 7 7 0 粕屋医師会

志免町 4 19 17 2 粕屋医師会

須恵町 2 10 11 -1 粕屋医師会

新宮町 5 13 15 -2 粕屋医師会

久山町 2 3 4 -1 粕屋医師会

粕屋町 6 15 17 -2 粕屋医師会

糸島市 8 41 48 -7 糸島 糸島医師会

宗像市 10 27 38 -11 宗像・遠賀 宗像医師会

福津市 5 21 26 -5 宗像医師会

中間市 3 13 18 -5 遠賀中間医師会

芦屋町 1 3 4 -1 遠賀中間医師会

水巻町 2 11 14 -3 遠賀中間医師会

岡垣町 3 10 13 -3 遠賀中間医師会

遠賀町 4 8 7 1 遠賀中間医師会

飯塚市 12 38 54 -16 嘉穂・鞍手 飯塚医師会

嘉麻市 4 15 17 -2 飯塚医師会

桂川町 0 3 6 -3 飯塚医師会

直方市 4 25 29 -4 直方鞍手医師会

宮若市 2 9 10 -1 直方鞍手医師会

小竹町 0 2 2 0 直方鞍手医師会

鞍手町 1 2 4 -2 直方鞍手医師会

【参考】
郡市
医師会

市区町村名

発熱外来機関数 ③新型コロナ
診療・検査
医療機関数

（R4.12月時点）

②－③
【参考】
保健所

1
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①流行初期 ②流行初期以降

田川市 11 28 31 -3 田川 田川医師会

香春町 0 1 2 -1 田川医師会

添田町 2 3 3 0 田川医師会

糸田町 2 4 5 -1 田川医師会

川崎町 0 5 7 -2 田川医師会

大任町 0 2 3 -1 田川医師会

赤村 0 1 0 1 田川医師会

福智町 1 3 5 -2 田川医師会

小郡市 8 27 31 -4 北筑後 小郡三井医師会

大刀洗町 0 3 4 -1 小郡三井医師会

うきは市 2 18 15 3 浮羽医師会

朝倉市 7 27 36 -9 朝倉医師会

筑前町 1 9 10 -1 朝倉医師会

東峰村 0 1 1 0 朝倉医師会

大牟田市 10 58 69 -11 南筑後 大牟田医師会

柳川市 4 14 22 -8 柳川山門医師会

八女市 4 23 28 -5 八女筑後医師会

筑後市 3 23 25 -2 八女筑後医師会

広川町 3 11 8 3 八女筑後医師会

大川市 4 12 14 -2 大川三潴医師会

大木町 1 6 6 0 大川三潴医師会

みやま市（下記以外） 1 11 10 1 柳川山門医師会

　高田町 2 3 3 0 大牟田医師会

行橋市 10 33 34 -1 京築 京都医師会

苅田町 6 13 15 -2 京都医師会

みやこ町 0 5 5 0 京都医師会

豊前市 1 9 12 -3 豊前築上医師会

吉富町 1 4 4 0 豊前築上医師会

上毛町 0 1 3 -2 豊前築上医師会

築上町 1 7 9 -2 豊前築上医師会

総計 439 1,853 2,081 -228 

市区町村名

発熱外来機関数 ③新型コロナ
診療・検査
医療機関数

（R4.12月時点）

②－③
【参考】
保健所

【参考】
郡市
医師会
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問１：新型コロナへの
対応の振返りの実施の
有無

問２：振返りの項目
問３：次の新興感染症対
策に向けた取組みについ
て協議する会議体の有無

問４：会議体の名称、設置主体、構
成メンバーについて
１．会議名称

２．設置主体 ３．構成メンバー 問５：設置予定
について

問６：感染症
ネットワーク
構築に関する
取組みの実施
の有無

問７：取組み内容について
問８：次の新興感染症対策に関する地域の課題、今後の取組みを実施するに
あたってのご意見・ご要望等について

2 遠賀中間 していない - ある 遠賀中間地域健康対策協議会
保健所
市町村
医師会

医師会
市町村
保健所

- している

・感染対策向上加算Ⅰ施設(おんが病院、福岡新水巻病院)とのカンファレン
ス及び訓練の実施。
・北九州地域加算連携カンファレンス(感染対策向上加算１・２・３施設及
び高齢者施設)に参加。
・北九州市医師会感染対策カンファレンスに参加。

-

3 京都 していない - ない - - - 未定 していない - 当医師会は会員が少ないことがネックになっています。
感染症対応施設の多くが今の対応で手いっぱいの状態です。

8 粕屋 している

平時に整備する感染拡大時の医療提供体制
感染拡大時における医療提供体制等の確保
診療・検査体制の整備
ワクチン接種体制の構築
財政支援

ある 粕屋医師会・粕屋保健所
保健所
市町村
医師会

医師会
市町村
保健所
感染症指定医療機関
地域医療支援病院

- している ・感染症対策向上加算の条件を満たした地域連携を医師会を軸に行う
・休日診療所などの救急体制を会員の総意の下に構築する

ワクチンの配給体制に不備がみられた。そのために患者の一次診療を行う開
業医にワクチン配給が遅れ二次・三次医療機関に負荷が過剰となってしまっ
た。今後は円滑な配給ができるように、配給の初動体制を充実してもらいた
い。

感染拡大時における医療提供体制等の確保
人材確保及び教育
自宅待機者等及び高齢者施設等への医療提供体制

している糸島7 保健所
糸島地区健康危機管理連絡会議
糸島地域新型インフルエンザ対策連
絡会議

ある -

-

感染症対策向上加算を利用した連携している-

医師会
市町村
保健所
地域医療支援病院
消防
その他（歯科医師会、薬剤師
会、獣医師会、救急告示病
院、救急診療所）

6 筑紫 している
平時に整備する感染拡大時の医療提供体制
人材確保及び教育
システム（入院調整システム等）

感染対策向上加算を利用した合同訓練等を実施している。している-

医師会
看護協会
市町村
保健所
感染症指定医療機関
地域支援病院
消防
その他（介護施設事業所）

医師会筑紫地域感染症医療ネットワークある

-
・新興感染症発生時を想定した訓練、連携の確認などを実施している
・地域の中で収まりきれない場合の対応の仕方（入院病床、小児、妊娠な
ど）

5 福岡市 している

感染拡大時における医療提供体制等の確保
自宅待機者等及び高齢者施設等への医療提供体制
診療・検査体制の整備
ワクチン接種体制の構築
システム（入院調整システム等）
医療資材の確保
財政支援

ある

医師会
感染症指定医療機関
その他（必要に応じて行政に
参加いただく。）

医師会感染症医療連携部会 --していない-

京築地区感染症対策連絡協議会 保健所

医師会
病院団体
市町村
保健所
感染症指定医療機関
地域医療支援病院
消防

- していない4 豊前築上 していない - ある

・新型コロナウイルス感染症への対応で地域における情報共有の仕組みはあ
る程度整えることができたと考えられるが、この仕組みを平時にどのように
メンテナンスしていくのか（誰が行うのか、費用はどうするのか等）につい
て考える必要がある。
・次の新興感染症発生時も行政単位や医療圏をまたぐ形での患者搬送や医療
連携が必要になると思われる。診療現場に無用な負荷がかかることのないよ
う、事務手続き等についてはできる限り県内で統一されたフォーマットを準
備するよう各自治体ならびに保健所へ強く要望していただきたい。

感染対策向上加算1を算定している医療機関で連携会を設立、情報共有が行
われている。医師会は担当理事がオブザーバーとして参加、情報共有と意
見交換を行っている。

1 北九州市 していない - ある 感染対策委員会　（医師会主催）
感染対策連絡会　（行政主催）

医師会
市町村

-

医師会
市町村
保健所
感染症指定医療機関
地域医療支援病院

している

資料１－３
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問１：新型コロナへの
対応の振返りの実施の
有無

問２：振返りの項目
問３：次の新興感染症対
策に向けた取組みについ
て協議する会議体の有無

問４：会議体の名称、設置主体、構
成メンバーについて
１．会議名称

２．設置主体 ３．構成メンバー 問５：設置予定
について

問６：感染症
ネットワーク
構築に関する
取組みの実施
の有無

問７：取組み内容について
問８：次の新興感染症対策に関する地域の課題、今後の取組みを実施するに
あたってのご意見・ご要望等について

10 直方鞍手 していない - ない - - - 未定 していない -
事象の発生時に、保健所との連絡がスムーズに行えるよう、通信手段などの
確保が必要。

12 飯塚 していない - ある
地域新型インフルエンザ等感染症等
対策連絡会議

保健所

医師会
市町村
保健所
消防
その他（歯科医師会、薬剤師
会）

- している
感染症対策向上加算を利用した連携として、飯塚病院・飯塚市立病院・済
生会飯塚嘉穂病院との共催で「感染管理地域連携カンファレンス」を定期
的に実施している。

-

13 久留米 している

平時に整備する感染拡大時の医療提供体制
感染拡大時における医療提供体制等の確保
自宅待機者等及び高齢者施設等への医療提供体制
搬送調整・搬送体制
システム（入院調整システム等）

ある 感染症対策委員会 医師会

医師会
保健所
大学
感染症指定医療機関
地域医療支援病院

- していない - 問２の項目すべてが重要と考えます。

14 大牟田 している 平時に整備する感染拡大時の医療提供体制
医療資材の確保

ある
南筑後保健福祉環境事務所新型イン
フルエンザ等対策連絡会議

保健所

医師会
市町村
保健所
感染症指定医療機関

- していない - -

15 八女筑後 している
感染拡大時における医療提供体制等の確保
診療・検査体制の整備
システム（入院調整システム等）

ある 新型インフルエンザ対策会議 保健所

医師会
市町村
保健所
感染症指定医療機関
地域医療支援病院
消防

- していない - 今後、情報共有を迅速にするシステム（Web会議等）を作るよう検討中

16 朝倉 していない - ない - - - 未定 している
・感染症対策向上加算を利用した感染対策１医療機関との連携
・保健所との新興感染症発生時の連絡方法確認

-

17 小郡三井 していない - ない - - - ない していない -
新興感染症対策の行動計画は、先般の医療措置協定にもとづいて行われるの
でしょうか。

18 大川三潴 していない - ない - - - 未定 していない - -

19 柳川山門 していない - ある 新型インフルエンザ等対策会議 保健所

医師会
病院団体
市町村
保健所
感染症指定医療機関
消防

- している

・関係機関相互の顔が見える関係の構築（会議等の定期的な実施）
・SNS（セキュリティには十分注意した）等の利用で速やかな情報共有を
行う
・COVID-19流行の際に十分に出来なかった情報共有、提供などの問題点を
共有し、今後の対策を行う（この会議の主目的ですが）

机上の空論にならないような対策を行うことと考えます。難しいですが、今
回のCOVID-19流行がモデルになると考えています。

20 浮羽 していない - ない - - - 未定 していない - -

田川11

医師会
看護協会
病院団体
市町村
保健所
感染症指定医療機関
地域医療支援病院
消防

--していない-保健所田川保健所運営協議会救急医療部会ある-していない

9 -していない宗像 -
宗像・遠賀地域新型インフルエンザ
（新型コロナウイルス）等対策連絡
会議

ある -していないない

医師会
市町村
保健所
地域医療支援病院
消防
その他（歯科医師会、薬剤師
会、協力医療機関）

保健所

2



新型インフルエンザ等対策

政府行動計画について

1

資料2-１



● 政府行動計画の改定（概要）

2※引用： 内閣感染症危機管理統括庁「新型インフルエンザ等対策推進会議（第13回）」資料



● 政府行動計画の改定（ポイント）

3※引用： 内閣感染症危機管理統括庁「新型インフルエンザ等対策推進会議（第13回）」資料



福岡県新型インフルエンザ等対策

行動計画について

1
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● 行動計画の法的な位置づけ

2

○ 新型インフルエンザ等対策特別措置法において、政府は「新型インフルエンザ等対策
の実施に関する計画」（＝政府行動計画）を定めることとされている。

○ また、同法において、都道府県は政府行動計画に基づき「当該都道府県の区域に係る
新型インフルエンザ等対策の実施に関する計画」（＝都道府県行動計画）を定めること
とされている。

○ なお、感染症法において、都道府県は感染症予防計画と行動計画の整合性を確保する
よう義務付けられている。

≪参考≫ 新型インフルエンザ等対策特別措置法
政府行動計画
・ 政府は、新型インフルエンザ等の発生に備えて、新型インフルエンザ等
対策の実施に関する計画を定めるものとする。（第６条第１項）

都道府県行動計画
・ 都道府県知事は、政府行動計画に基づき、当該都道府県の区域に係る
新型インフルエンザ等対策の実施に関する計画を作成するものとする。

（第７条第１項）

≪参考≫ 感染症法
・ 都道府県は、予防計画を定め、又はこれを変更するに当たっては、（略）
都道府県行動計画との整合性の確保を図らなければならない。（第１０条第８項）

新型インフル特措法

政府行動計画

【県】行動計画【県】感染症予防計画



● 感染症法と新型インフル特措法の位置づけ

3※引用： 内閣感染症危機管理統括庁「新型インフルエンザ等対策推進会議（第２回）」資料

【県】感染症予防計画

【国】政府行動計画

【県】行動計画

【国】基本指針

対
象

目
的
・
概
要



● 県行動計画の概要

4

○ 県では、政府行動計画に基づき、県行動計画（福岡県新型インフルエンザ等対策行動
計画）を策定し、政府行動計画が改定された場合は、県行動計画を改定している。

○ 県行動計画では、本県における新型インフルエンザ等対策の基本的な考え方や実施
する主な措置等を示している。

政府行動計画　構成　※改定前 県行動計画　構成　※改定前
Ⅰ．始めに Ⅰ．始めに
　１．新型インフルエンザ等対策特別措置法の制定 　１．新型インフルエンザ等対策特別措置法の制定
　２．取組の経緯 　２．取組の経緯
　３．政府行動計画の作成 　３．県行動計画の策定

　４．新型インフルエンザとは
　５．新型インフルエンザの感染経路と感染予防策

Ⅱ．新型インフルエンザ等対策の実施に関する基本的な方針 Ⅱ．新型インフルエンザ等対策の実施に関する基本的な方針
　１．新型インフルエンザ等対策の目的及び基本的な戦略 　１．新型インフルエンザ等対策の目的
　２．新型インフルエンザ等対策の基本的考え方 　２．新型インフルエンザ等対策の基本的考え方
　３．新型インフルエンザ等対策実施上の留意点 　３．新型インフルエンザ等対策実施上の留意点
　４．新型インフルエンザ等発生時の被害想定等 　４．新型インフルエンザ等発生時の被害想定等
　５．対策推進のための役割分担 　５．対策推進のための役割分担
　６．政府行動計画の主要６項目 　６．県行動計画の主要６項目

　７．発生段階 　７．発生段階
Ⅲ．各段階における対策 Ⅲ．各段階における対策
　未発生期 　未発生期
　海外発生期 　海外発生期
　国内発生早期 　県内未発生期～県内発生早期
　国内感染期 　県内感染期
　小康期 　小康期



● 県行動計画の改定
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【政府行動計画の改定】
○ 今回、政府行動計画が新型コロナの対応を踏まえ、全面的に改定されたため、
県行動計画を改定する必要がある。

政府行動計画　構成　※改定前 政府行動計画　構成　※改定後
Ⅰ．始めに 第１部　新型インフルエンザ等対策特別措置法と政府行動計画
　１．新型インフルエンザ等対策特別措置法の制定 　第１章　新型インフルエンザ等対策特別措置法の意義等
　２．取組の経緯 　第２章　政府行動計画の作成と感染症危機対応
　３．政府行動計画の作成
Ⅱ．新型インフルエンザ等対策の実施に関する基本的な方針 第２部　新型インフルエンザ等対策の実施に関する基本的な方針
　１．新型インフルエンザ等対策の目的及び基本的な戦略 　第１章　新型インフルエンザ等対策の目的及び実施に関する基本的な考え方等
　２．新型インフルエンザ等対策の基本的考え方 　第２章　新型インフルエンザ等対策の対策項目と横断的視点
　３．新型インフルエンザ等対策実施上の留意点 　第３章　政府行動計画の実効性を確保するための取組等
　４．新型インフルエンザ等発生時の被害想定等
　５．対策推進のための役割分担 
　６．政府行動計画の主要６項目

　７．発生段階
Ⅲ．各段階における対策 第３部　新型インフルエンザ等対策の各対策項目の考え方及び取組

　未発生期 　第１章　実施体制
　海外発生期 　第２章　情報収集・分析

　国内発生早期 　第３章　サーベイランス

　国内感染期 　第４章　情報提供・共有、リスクコミュニケーション

　小康期 　第５章　水際対策　

　第６章　まん延防止

　第７章　ワクチン

　第８章　医療

　第９章　治療薬・治療法

　第10章　検査

　第11章　保健

　第12章　物資

　第13章　国民生活及び国民経済の安定の確保

対策時期で整理 対策項目で整理



● 県行動計画の改定
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【基本的な考え方】
○ 県行動計画の改定に当たっては、新型インフルエンザ等対策を所掌する福岡県
感染症対策連携協議会及び医療専門部会において検討することとし、具体的な協
議については医療専門部会において行う。

※ 福岡県感染症対策連携協議会及び医療専門部会の所掌事務
・ 感染症予防計画の策定等に関する事項
・ 新型インフルエンザ等感染症等の発生の予防及びそのまん延を防止するために必要な対策に関する事項
・ その他感染症対策の総合的かつ計画的な推進に関する事項

○ なお、新型インフル特措法において、県行動計画を改定しようとするときには、
感染症以外の学識経験者の意見を聴くこととされていることから、医療専門部会
に委員等（検疫所、法律分野、経済分野）を追加する。

※ 新型インフルエンザ等対策特別措置法
第七条
３ 都道府県知事は、都道府県行動計画を作成しようとするときは、あらかじめ、感染症に関する専門的
な知識を有する者その他の学識経験者の意見を聴かなければならない。（第７条第３項）
９ 第三項から前項までの規定は、都道府県行動計画の変更について準用する。



時期 主な内容

令和６年８月

９月

１０月

１１月

１２月

令和７年１月

２月

３月

● 県行動計画の改定
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【スケジュール（予定）】
○ 今後、会議については、福岡県感染症対策連携協議会を年２回程度、
医療専門部会を年３回程度開催していく。

第１回 福岡県感染症対策連携協議会

第１回 福岡県感染症対策連携協議会 医療専門部会（計画骨子案の検討）

第２回 福岡県感染症対策連携協議会 医療専門部会（計画素案の検討）

パブリックコメント（計画案）

第３回 福岡県感染症対策連携協議会 医療専門部会（計画案の検討）

第２回 福岡県感染症対策連携協議会（計画案の決定）

計画策定
議会報告
公表
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講習会③ 院内感染対策等の業務を実施する行政機関（特に保健所）向け

１. はじめに
院内感染対策と行政・保健所の役割を検討するには、

医療法，診療報酬，感染症法、AMR対策アクションプラン
の4つの法律や制度の流れが重要となる。その流れを図1
に示した。
　医療法としては，平成26年の院内感染対策通知にアウ
トブレイク対応での保健所の役割が示された。診療報酬
としては、令和4年には感染対策向上加算が新設され、
地域感染法ネットワークに、保健所、地域の医師会との連
携も求められるようになった。感染症法としては、平成26年
にCRE等が全数届出となった。AMR対策アクションプラ
ンでは、保健所に地域感染症ネットワークへの関与が求
められている。

が院内感染対策地域ネットワークの状況を把握している
割合は39.0％と、いずれも平成27年に比べ上昇していた。
また、8割を超える保健所で，感染症法担当と医療法担当
が協力して院内感染対策に対応していた。一方、院内感
染対策の対応で相談できる専門家の有無については、
34.3%の保健所が「いない」と回答していた。

４． 医療機関との連携で保健所に求められる役割
　先進的な地域ネットワークを構築している感染管理の
専門家は、保健所に期待する役割として、①感染症ネッ
トワークにおいては、保健所はネットワーク構築のマネジメ
ントの役割を担い、院内感染制御の専門的事項につい
ての指導は、アドバイザーに任せるスタンスが必要となる、
②地域感染症ネットワーク活動の目標は、ヒューマンネット
ワーク（顔と顔をつなぐ関係）を構築し、情報共有、連携、
支援を発展させることにある。そのことを保健所の職員
も、常に念頭において活動する、という2点をあげている。
感染症対策でも、保健所には専門家の協力を得ながら、
地域の関係者をつなげ、地域のネットワークを構築していく

「橋」のような役割が期待されている。

５． 新型コロナウイルス感染症等の影響
　令和2年からの新型コロナウイルス感染症流行は、保
健所の院内感染対策業務にも影響した。まず、地域の感
染症対策の中核となる医師や感染管理認定看護師等と
保健所のつながりが増え、地域の感染対策を行う上での
ネットワークの重要性があらためて認識された。一方、感
染症対策の中でAMR対策のマンパワー、時間が少なく
なったことや、医療法第25条に基づく立ち入り検査の実
施率が低下し、院内感染対策について医療機関と保健
所が情報交換をする機会が減ったことは課題と考えられ
た。

６． 医療機関と保健所との連携の好事例
　保健所も関与して感染対策ネットワーク活動が展開さ
れている好事例を調査した。収集された事例の中から、4
事例の取り組みを紹介する。
　事例1は、看護の地域ネットワークを基盤とした活動を
行っている大分県東部保健所の取り組みである。東部保

③ –1

平時からの医療機関との連携体制の構築（地域の連携体制の構築や平時からの訓練）

高知市保健所
豊田　誠 

図１ 院内感染対策と保健所の役割
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R
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２． 医療法にもとづく保健所の院内感染対策の支援
　平時は、保健所は医療法に基づく医療機関への立入
検査にて院内感染対策の実施状況を確認している。医
療機関からアウトブレイクの相談又は報告を保健所が受
けた場合には、関連機関と連携してアウトブレイクに対応
することが、保健所に求められている。この役割を果たす
ために、保健所はふだんから地域の感染症対策ネットワー
クを把握し、専門家と連携することが必要となる。

３． 保健所の院内感染対策ネットワークとの連携
　保健所の院内感染対策への対応状況について、平
成30年度に調査した。その結果、感染防止対策加算カン
ファランスに参加している保健所の割合は29.6％、保健所

参考資料１
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健所管内では、７病院の感染管理認定看護師を構成員
とする「感染対策地域連絡会」を行い、新型コロナウイル
ス感染症対策、VRE感染症対策などについて検討して
いる。感染管理認定看護師の配置がなく、感染防止対策
加算も算定していない病院も含めて地域の院内感染対
策の向上を目的に、病院の院内感染対策担当看護職を
構成員とする感染対策地域ネットワーク連絡会を、平成
28年度から開催している。
　事例2は、医療圏ごとの感染症ネットワーク活動を行っ
ている、和歌山県の保健所の取り組みである。和歌山県
では、医療圏ごとに保健所主導で病院の感染症担当者
からなる感染症ネットワーク会議を設置している。管内の
すべての病院を対象とした独自のネットワークを設置して
いるところが多いが、一部感染加算病院の会議に保健
所が参加し活動している地域もある。どのネットワークも感
染対策担当の看護師は必ず参加している。平時の活動と
しては、参加病院の感染対策にかかる情報共有、困って
いることの意見交換と改善策についての検討、参加病院
間の相互ラウンド、１類感染症患者を想定した受け入れ
訓練、介護施設対象の研修会等が行われている。また、
CREやVREが発生した際は、保健所と発生病院で状況
把握と対応について検討し、専門家によるラウンドや指導
を調整している。また、その対応のポイントを、地域のネット
ワークで情報共有し、感染対策強化を図っている。
　事例3は、県全体のネットワーク会議と保健所ごとのエリ
アネットワークの2層構造で、感染症対策を進めている「高
知県医療関連感染対策地域支援ネットワーク」の取り組
みである。（図2）県全体の活動は、拠点病院、ICNネット

ワーク、医師会、関係団体、行政がメンバーの「地域支援
ネットワーク会議」で方針を決定し、研修会の開催、アウト
ブレイク発生時の対応支援等も行っている。その方針を
受け、県内の各保健所単位でエリアネットワーク活動を実
施し、管内の医療機関同士の情報交換、研修会の開催、
メーリングリストの作成、相談対応にそれぞれ取り組んで
いる。保健所は事務局として、ICD、ICNの活動を補佐し
ながら、顔の見える関係で管内の関係機関と連携してい
る。
　事例4は、長崎県と長崎大学病院感染制御教育セン
ターの先進的、発展的な取り組みである。長崎大学病院
感染制御教育センター（以下センター）は、以前から県内
の医療機関と連携を図り、院内感染対策の向上のため
に活動していた。活動内容は、感染症に関する研修会の
講師、感染症指定医療機関・保健所・消防・検疫などとの
新興感染症発生対応合同訓練への参画、集団感染発
生時の相談対応などで、行政への協力・支援にも積極的
であった。平成24年から「長崎県院内感染地域支援ネッ
トワーク事業」を開始した後は、ネットワークが徐々に拡大
し、令和3年度末時点で県全体の94.6％の病院が参加し
ている。また、センターと行政との連携も強化されている。
新型コロナ発生前の活動としては、①感染対策担当者
養成講習会、②医療監視担当者養成講習会、③AMR
対策講習会等の院内感染対策事業を実施していた。新
型コロナ感染症発生後の活動として、①コロナ診療体制
強化、②支援体制強化を目的に、それぞれ多様な活動を
実施していた。その活動の一つである後方支援病院の
看護職対象の研修では、センターでの実地研修、人材育

拠点病院 中小医療機関

高齢者施設 高知市保健所

高知市エリアネッ
トワーク活動
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中央東エリアネット
ワーク活動

拠点病院 中小医療機関

高齢者施設 幡多福祉保健所
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行行政政
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図２ 高知県医療関連感染対策地域支援ネットワーク
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成、保健所保健師もサイトビジット（保健所保健師同行）の
3本柱がセットになっているなど、実践的な研修となってい
た。

７． まとめ
①医療法、診療報酬、感染症法、AMR対策アクション

プラン、それぞれの制度で保健所には医療機関との連携
や感染対策ネットワークへの関与が求められている。②感
染対策ネットワークでは、院内感染制御の専門的事項に
ついての指導は地域の専門家に任せ、保健所には地域
の関係者をつなぐ役割が期待されている。③医療機関と
保健所が連携することで、医療機関の持つ専門性と保
健所の持つ公益性とがタイアップされ、感染症対策ネット
ワーク活動の発展が期待される。

８． 文献
１） 医療機関における院内感染対策について（平成26
年12月19日　医政地発1219第1号）
２） 地域保健総合推進事業2022　「院内感染対策ネット
ワークと保健所の連携推進事業」報告書
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